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はじめに：光技術のフロンティアと知的財産の戦略的位相 
現代の産業界において、光技術は通信、医療、半導体製造、自動運転、さらには宇宙航空分野に至

るまで、あらゆる先端領域の基盤を形成している。その中で、「光の未知未踏領域を追求」するという

確固たるビジョンを掲げ、基礎研究から応用技術に至るまで広範なイノベーションを継続的に創出し

ているのが浜松ホトニクスである1。同社は光電子増倍管や光半導体をはじめとする極めて高度な独

自知識を保有しており、これらの研究開発によって生み出された技術を知的財産権（特許、意匠、ノ

ウハウ）として戦略的に保護・活用することで、市場における独自性を確立し、長期的な競争優位性

を維持している1。 

技術革新のスピードがかつてないほど加速し、異業種からの参入や技術エコシステムの複雑化が

進行する今日のグローバルビジネス環境において、企業内の知的財産部門に求められる役割は劇

的なパラダイムシフトを遂げている。単なる「研究開発成果の出願・権利化を代行する法務的後方支

援部門」から、経営戦略や事業戦略と完全に一体化し、特許情報などのビッグデータを用いた市場

予測や競合分析を通じて企業の未来の事業ドメインをプロアクティブに牽引する「戦略的インテリジェ

ンス部門」への脱皮が不可欠となっている。浜松ホトニクスにおいても、全社的なデジタルトランス

フォーメーション（DX）の推進とともに、技術とビジネスの融合を実現し、事業競争力の強化に貢献す
る全体を俯瞰した知財管理体制の構築が経営の重要アジェンダとして掲げられている1。 

このような高度化・複雑化する知財業務の要請に対し、近年、劇的なブレイクスルーをもたらしつつ

あるのが人工知能（AI）、とりわけ大規模言語モデル（LLM）を中心とする生成AI技術である3。特許明

細書や審査経過情報という膨大な言語データを日常的に処理する知財部門は、原理的にテキスト

の生成・要約・抽出を得意とする生成AIとの親和性が極めて高い3。しかしながら、厳密な正確性と法

的な安定性が究極的に求められる知財実務において、生成AI特有のハルシネーション（もっともらし
い嘘）や出力の再現性の低さは、実用化に向けた極めて高い障壁となってきた3。 

本研究レポートでは、浜松ホトニクスにおける知的財産業務のデジタルトランスフォーメーション、特

に生成AI活用の現状とそれに伴う組織的・技術的課題について、公開情報および関連する知財業
界のマクロ動向に基づき網羅的かつ多角的に分析を行う。同社において実践されている「課題解決

アプローチ（Problem-Solving Approach）」というボトムアップ型のAI導入手法の有効性を紐解きな
がら、出願権利化、侵害予防調査、知財情報分析という三つの主要実務領域における具体的なプロ

セス変革のメカニズムを明らかにする3。さらに、世界知的所有権機関（WIPO）等で活発に議論され
ている「AIと特許制度の未来」を巡るマクロな制度的課題も視野に入れ4、同社の知財戦略が今後直

面するであろう次世代のガバナンス課題と中長期的な展望について深掘りする。 



1. 浜松ホトニクスの事業基盤と知財戦略のグローバルな展開 
1.1. グローバルサプライチェーンを支える強固な知的財産ポートフォリオ 
浜松ホトニクスの事業構造における最大の特徴は、極めて高度で基礎的な物理学・光学研究に基

づく独自技術の事業化と、その成果のグローバル市場への展開力にある。同社は、日本国内に出

願した特許案件の約75%を海外においても出願し、網羅的な権利化を図ることで、世界各国におけ
る自社の事業展開とサプライチェーンを強力に支援・防衛している2。この「海外出願率75%」という極
めて高い水準は、同社の光技術が特定のローカル市場にとどまらず、グローバルなハイテク産業の

不可欠な構成要素（チョークポイント技術）となっていることを明確に示唆している。 

 

 
 
多国籍での知財保護活動は、各国の特許庁に対する膨大な翻訳費用の発生や、各国の特許法・審

査基準の違いに合わせた明細書の戦略的な最適化を必要とする。さらに、現地の審査官から発出さ

れる拒絶理由通知（Office Action）に対する多言語での緻密な反論構築など、本社の知財部員に
対して幾何級数的な業務負荷と高度な法的思考を強いるものである。グローバルな視点で知的財

産を俯瞰的に管理し、国際的なビジネスモデルに貢献できる体制を維持・強化するためには、単なる

人的リソースの線形な増加による対応はすでに限界を迎えており、最新のテクノロジーによる非線形



な業務効率化が必然的な経営課題として浮上する2。 

1.2. 統合的価値創造サイクルとESG経営における知財情報の位置づけ 
浜松ホトニクスの「統合報告書2025」によれば、同社は経営基盤として「人・技術・知識」の三位一体
を掲げている1。トップメッセージにおいては、「AIを活用した市場予測、フィードバックの即時反映な
ど、デジタル技術を駆使した情報活用を進め、付加価値創造サイクルの強化を図る」ことが長期的な

競争優位維持の要として明記されている1。 

この全社的な「情報活用」の文脈において、特許情報は極めて純度の高い客観的な技術・市場デー

タとして機能する。競合他社がどのような研究開発領域にリソースを集中させているか、あるいは異

業種のプレイヤーが自社のコア技術周辺でどのような知的財産の網（特許網）を構築しているかを

分析することは、経営層が次世代の成長戦略や財務戦略を的確に策定する上での不可欠な羅針盤

となる1。また、全社統一ERP（統合基幹業務システム）の導入推進に見られるような全社的なDXの潮
流と完全に同期する形で、事業戦略に則った知財戦略を立案・実行し、全体を俯瞰した知財管理を

徹底することが、企業統治（ガバナンス）の観点からも強く要求されている1。 

さらに、サステナビリティの取り組みにおいても、知的財産部門のデジタル化は重要な意味を持つ。

同社はグループ全体で2050年のカーボンニュートラル達成を目指す環境対応や、健康経営の推進
（ホワイト500の9年連続認定）、多様性を尊重し誰もが活躍できる場を実現するDEIB（Diversity, 
Equity, Inclusion, and Belonging）方針の策定など、高度な人的資本経営を推進している1。知財業

務のAI化による長時間労働の是正と定型業務からの解放は、女性や障がい者を含む多様な人材の
活躍に向けた活動（くるみんプラス、えるぼし認定など）を直接的に後押しするものであり1、幸福度の

高い雇用制度と職場づくりという社会・労働面でのマテリアリティ（重要課題）達成に直結している。 

1.3. オープンイノベーションと技術獲得戦略を支える知財インテリジェンス 
近年の浜松ホトニクスは、自前主義による有機的成長（オーガニック・グロース）に加え、外部リソー

スとの戦略的提携やM&Aを組み合わせたオープンイノベーションを積極的に推進している。例えば、
医療や科学研究、産業分野向けの最先端フォトニクス技術プロバイダーであるNKT Photonics社の
買収完了5や、Adeia社との間で締結されたハイブリッドボンディング技術に関する長期ライセンス契
約6はその顕著な例である。また、Rheinmetall社のプレスリリースによれば、2019年に20キロワット
の高出力レーザーユニットの統合が完了し、過酷な実海域試験をクリアして2029年からの運用が期
待されるなど、高度な防衛・産業用ソリューションへの組み込みも進展している7。さらに、高出力レー

ザー向けのデジタルビームシェーピング技術においては、製造やヘルスケア産業における新たな機

会を創出するため、AIソリューションとの互換性を高めた製品展開が行われている8。 

これら外部との戦略的アライアンスやM&Aの意思決定においては、相手先企業の保有する知財
ポートフォリオの精緻な評価（IPデューデリジェンス）や、ライセンス契約締結時の自由実施権（FTO）
の確認が不可欠であり、ここでも知財インテリジェンスの高度化と圧倒的なスピードアップが要求さ

れる6。すなわち、同社における知的財産業務は「自社開発技術の防衛的権利化」という伝統的かつ

受動的な役割を大きく超え、「事業拡張の触媒」および「M&A戦略のナビゲーター」としての能動的役
割を担うようになっており、この知財パラダイムの劇的なシフトこそが、生成AIをはじめとする先進的
ツール活用の最も強力な推進力となっているのである。 



2. 知財業務における生成AI活用の本質的ジレンマとブレイク
スルー 
2.1. 大規模言語モデル（LLM）と特許文書のパラドックス 
近年、ChatGPTをはじめとする大規模言語モデル（LLM）の急速な台頭により、知的財産分野におけ
る業務プロセス効率化の可能性が飛躍的に高まった3。特許明細書、先行技術文献、さらには各国

特許庁とのやり取りを記録した審査経過情報（包袋データ）など、知財部門が日々膨大に扱うデータ

の大部分は「高度に構造化され、厳格なルールに基づく言語情報」である。したがって、テキストの要

約、長文の多言語翻訳、構成要件の抽出、および文書の草案作成を得意とするLLMとの相性は、他
の一般的なビジネス領域と比較しても「抜群であることに最早疑いの余地はない」と業界内でも高く

評価されている3。 

しかしながら、企業の知財現場へ生成AIを本格導入するにあたっては、特許実務特有のパラドック
スが存在する。特許実務は、特許請求の範囲（クレーム）の文言一つが、将来的に数億円規模の事

業リスク（侵害訴訟等）や独占権の有効範囲を根本から左右する、極めて厳密な法的作業である。

一方で、確率的な言語生成アルゴリズムに基づくLLMは、原理的に「もっともらしい虚偽情報（ハルシ
ネーション）」を生成するリスクを完全に排除することはできず、また同じプロンプトを入力しても出力

結果が微妙に変動するという「再現性の低さ」を抱えている3。 

正確性と法的安定性を至上命題とする知財実務者にとって、この生成AIの持つ「確率論的な不確実
性」は、心理的にも実務的にも受け入れ難い側面がある3。トップダウンで「最新のAIツールを導入し
たから全社で活用せよ」という号令を下すだけでは、現場の熟練した実務者は「AIの出力を事実確認
（ファクトチェック）する手間や、ハルシネーションを警戒する精神的負担の方が、結局自分で一から

書き起こすよりも時間がかかる」と合理的に判断し、旧態依然とした従来のワークフローに回帰して

しまうという「DXの死の谷」に陥りやすい。 

2.2. 技術理解に基づくボトムアップ型の「課題解決アプローチ」の創出 
この企業知財DXにおける普遍的なジレンマを打ち破るための鍵となったのが、知財実務者自身によ
るAI技術の本質的かつ実務的な理解である。浜松ホトニクス知的財産戦略部（第1グループ）におい
てAI活用推進を担当する中俊久氏の事例は、このプロセスを如実に示している3。中氏は、特許事務

所から企業知財へと進むキャリアの中で、その時々で全力で取り組むことの大切さを体現しており、

出願権利化業務において「AI関連発明の出願」を担当したことを契機として、自らAIに関する基礎的
な技術知識を習得する機会を得た3。 

特許実務者が、自社または他社のAI関連技術の特許明細書を起案・読解することは、単なる表面的
なSaaSツールのユーザー体験を超えて、ニューラルネットワークの階層構造や学習データの処理メ
カニズム、推論プロセスの特性（およびその技術的限界）を概念レベルで深く理解することにつなが

る。この根底にある「技術的理解」があったからこそ、「AIに100%の正確性を求めるべき業務」と「AI
の確率的な推論が許容され、省力化効果がリスクを上回る業務」を的確に切り分ける慧眼が育まれ

たと推測される。 

その後、同氏は特許調査業務に関する自己研鑽（リスキリング）を進める中で、「AIを用いて調査業



務のボトルネックを根本的に効率化できないか」という強い問題意識を抱き、情報収集を開始した3。

この情報収集を進めている間に生成AI技術そのものが急速に進展し、調査業務だけでなく知財業務
全般に広く応用可能であることに気が付き、所属長に対して生成AIの有用性を論理的に説明し、理
解を得ることに成功した3。これは、統合報告書に示された経営層主導の全社的なDXビジョン1と、現

場の切実な課題感に根ざした草の根のイノベーションが、知財部門という結節点で融合し、ボトム

アップに近い形で推進力を得た理想的なデジタルトランスフォーメーションの萌芽と言える。 

3. 実践的AI導入戦略：「課題解決アプローチ」の展開 
浜松ホトニクスの知財部門におけるAI活用の最大の特徴は、先進的なツールを導入すること自体を
目的化せず、「課題解決アプローチ（Problem-Solving Approach）」を厳格に採用している点にある3

。この手法は、知財部門内の各チームが日常業務の中で抱えている具体的なボトルネックやリソー

スの枯渇（ペインポイント）を正確に特定し、その解決策のピースとして生成AIをピンポイントで適用し
ていくという、極めて実務に即した戦略である10。 

 

 
 
「課題解決アプローチ」が企業知財という特殊な環境において特に有効に機能する理由は、実務担

当者のモチベーション維持に直結するからである。前述の通り、正確性を極限まで重んじる知財部



員にとって、AIのファクトチェックは本来的に苦痛を伴う作業となり得る。しかし、「現在、自分が毎月
数十時間を奪われ、疲弊しているこの定型的かつ苦しい作業（課題）を、AIが半減させてくれるかもし
れない」という強力かつ個人的な動機付けがあれば、プロンプト・エンジニアリングの繰り返しの試行

錯誤や、出力結果の検証という新たなタスクに対しても、自律的かつ主体的に取り組むことができる
10。AIの導入には、単にツールを用意するだけでなく、こうした組織全体での「活用文化の醸成」が不
可欠であり、具体的な課題への適用がモチベーションを保つ原動力となっているのである10。 

同社では、知財部門内の異なるチームが直面する特有の課題に対し、それぞれの業務特性に最適

化された形でAIの導入が進められている3。 

4. 領域別のAI活用実態とプロセス・リエンジニアリング 
浜松ホトニクス知的財産戦略部における生成AIの適用領域は、主に「出願権利化業務」「侵害予防
調査（FTO）」「知財情報分析（IPランドスケープ）」の三本柱に分類される3。それぞれの領域におい

て、課題の性質、求められるアウトプットの形式、そしてAIへの要求水準（正確性の許容度や法的リ
スクの度合い）が大きく異なる点に注目すべきである。 

4.1. 出願権利化業務：創造的プロセスへの回帰を目指した効率化 
第一の領域は、特許ポートフォリオ構築の根幹をなす出願権利化業務である。この出願権利化チー

ムにおける最大の課題は、「定型化に関する業務への効率化」であった3。具体的には、研究開発部

門の研究者へのヒアリング結果に基づく「発明資料（発明提案書等）」の作成支援、社内関係者へ向

けた「相談報告」の文書作成、そして各国の特許庁審査官から通知される「拒絶理由通知」に対する

対応方針案の作成などが主なターゲットとなっている3。 

特許明細書の起案や拒絶理由対応の初期段階においては、膨大な技術情報や長大な先行技術文

献を読み込み、自社発明との「差分（進歩性や新規性の根拠）」を論理的に言語化する必要がある。

これは極めて認知負荷の高い作業である。生成AIを用いて、先行特許の複雑なクレーム構造の分
解、審査官の論理展開の要約、そして反論の骨子案に関するブレインストーミングを行うことで、知

財担当者が直面する「白紙から文章を書き起こす（コールドスタート）」際の心理的・時間的負担は劇

的に軽減される。 

ここで特筆すべき重要な点は、AIに対して最終的な特許明細書や意見書の完成稿を生成させるの
ではなく、あくまで人間の思考をブーストするための「作成支援」として位置づけている点である3。最

終的な法的な権利範囲の画定は、熟練した知財担当者と発明者との間の暗黙知の共有や、将来的

な事業展開の予測に基づいて行われる。定型的な文書作成や情報の構造化プロセスをAIに委譲す
ることで、知財担当者は「この光技術発明の真の競合優位性はどこにあるのか」「数年先の競合他

社の動向を見据えて、どこまで広いクレームを狙うべきか」といった、より高度で創造的な知財戦略

立案に貴重なリソースを集中させることが可能になる。 

4.2. 侵害予防調査（FTO）：網羅的スクリーニングによるリスク低減と省力化 
第二のチームが抱えていた深刻な課題は、「他者の特許権を侵害していないかを確認する侵害予防

調査（FTO）の依頼が膨大であり、チームのリソースを多く奪われていること」であった3。 

侵害予防調査（FTO：Freedom to Operate、クリアランス調査とも呼ばれる）は、自社の新製品や新



技術が、他社の保有する有効な特許権に抵触していないかを確認する、極めて重要なディフェンス

型の業務である2。浜松ホトニクスのように、光センサ技術や光半導体技術など多数の独自知識を複

雑に組み合わせた高度な製品2をグローバル市場に展開する企業にとって、製品上市前の徹底した

FTO調査は必須のコンプライアンス要件である。万が一、他社のコア特許を見落としてグローバルな
侵害訴訟に発展した場合、莫大な損害賠償や製品の販売差し止めという致命的な経営リスクに直

結する。 

そのためFTO調査では、検索式によってヒットした数百から数千件に及ぶ他社特許の明細書（特に
特許請求の範囲）を一つ一つ人間が精読し、「関連あり（侵害リスクあり）」と「関連なし（安全）」を厳

格に仕分ける（スクリーニングする）という、膨大な時間と精神力を消耗する作業が日常的に行われ

る。 

この課題に対し、チームでは生成AIを「スクリーニング作業による省力化」に大胆に適用している3。

具体的には、AIに対して自社の実施予定技術（プロダクトの仕様）と他社特許のクレーム構成要件を
論理的に比較させ、「構成要件が明らかに非充足である（侵害の可能性がゼロである）」特許を自動

的に排除するワークフローを構築していると考えられる。 

ここでのAI活用の要諦は、「偽陰性（False Negative：本当は侵害リスクがあるのにAIが『安全』と判
定してしまうこと）」を極限まで最小化するようなプロンプト設計とプロセスガバナンスにある。AIには
「黒（侵害リスクあり）を白（安全）と判定」させては決してならない。一方で、「明らかに白」である大量

のノイズ文献をAIが一次フィルターとして確実にはね除けてくれれば、人間の専門家は「グレーから
黒」の可能性が残る数十件の文献のみを高い集中力で精読すれば済む。この人間とAIのタスク分割
により、調査の網羅性と品質を一切落とすことなく、限られた高度専門人材のリソース枯渇を防ぐこ

とに成功している。 

4.3. 知財情報分析（IPランドスケープ）：人手依存からの脱却とデータ駆動型戦
略への移行 
第三の領域は、経営や研究開発の羅針盤となる知財情報分析を中心に行うチームの変革である。

かつての知財分析作業は、「今までは人による」手作業に大きく依存していた3。 

競合他社の特許出願動向の分析や、自社を取り巻くマクロな技術トレンドの把握（いわゆるIPランド
スケープ）は、経営の「価値創造サイクル」を回し、長期的な競争優位を維持するための最も重要な

インプットの一つとなる1。しかし、特許公報という長大かつ非構造化テキストの集合を人間が目視で

読み込み、技術分類のタグを付与し、マクロな傾向をマッピングする従来の手法では、分析可能な

データ量と結果を導き出すまでのスピードに物理的な限界があった。 

生成AIの導入は、この知財情報分析のパラダイムを根本から変革しつつある。LLMの高度な自然言
語処理能力を活用することで、数千件の特許文献群から特定の課題解決手段や要素技術を自動抽

出し、意味的な類似性に基づくクラスタリングを行い、俯瞰的な技術動向の要約を瞬時に生成するこ

とが可能となる。これにより、浜松ホトニクスが追求する「光の未知未踏領域」1において、ホワイトス

ペース（まだ誰も特許を取得しておらず、将来の技術標準となり得る空白領域）をデータ駆動で迅速

に探索し、次世代の高収益体制構築に向けた積極的な研究開発投資1を的確にナビゲートする分析

基盤が整いつつあると言える。 

さらに、自社技術のみならず、買収候補先や提携先の技術力・特許網を迅速かつ精緻に評価（IP



デューデリジェンス）するためにも、AIを活用した知財情報分析は極めて強力な武器となる。Adeia社
やNKT Photonics社の事例が示すように、グローバルなM&Aや技術提携の成否は、いかに早く正確
に相手の知財価値を見極めるかにかかっており、AIによる情報分析の高速化は企業の機動的な事
業拡張を直接的に支えるものである5。 

 

分析領域 (Analysis 
Domain) 

従来の課題とボトル

ネック (Traditional 
Challenges) 

生成AIによる解決ア
プローチ (GenAI 
Solution 
Approach) 

期待される戦略的・

経営的効果 
(Strategic Impact) 

出願・権利化 (Filing 
& Acquisition) 

発明資料・拒絶理由

対応等における定型

文作成による認知負

荷の増大と時間の浪

費。3 

文書作成支援、先行

技術の差分抽出、審

査官の論理要約、反

論ロジックのブレイン

ストーミング。 

定型作業の省力化

により、広範で強固

なグローバル・クレー

ム設計など創造的・

戦略的業務へのリ

ソース集中。 

侵害予防調査 (FTO 
Search) 

膨大な検索ノイズ文

書の目視スクリーニ

ングによる人的リ

ソースの枯渇と疲

弊。3 

クレーム構成要件と

自社技術の自動比

較による、非関連文

献の一次フィルタリ

ング（スクリーニン

グ）。 

リスク見落としの回

避（法的品質維持）

と、専門家が精読す

べき文献数の劇的な

削減（圧倒的な省力

化）。 

知財情報分析 (IP 
Landscape) 

人手依存による分析

スケールの限界、属

人化、およびリードタ

イムの長さ。3 

大量文献からの自

動要約、技術クラス

タリング、ホワイトス

ペースの迅速な可視

化と動向予測。 

データ駆動による研

究開発投資の最適

化、M&A・アライアン
ス戦略への迅速な

知財インテリジェンス

の提供。 

5. 次世代知財経営に向けたマクロ環境の変化と制度的課題 
浜松ホトニクスの知財部門におけるAI活用は、「課題解決アプローチ」を通じて着実かつ実務的な成
果を上げている。しかしながら、視野を社外のグローバルな知財環境、とりわけ特許制度の根幹に

向けると、AI技術の急激な進化は特許制度そのもののあり方を揺るがすような、より深遠で新たな課
題を生み出しつつある。 

5.1. 「発明者としてのAI」の台頭と特許制度の根幹の揺らぎ 
2025年3月4日に開催されたWIPO（世界知的所有権機関）日本事務所主催のウェビナー「特許とAI」
において、特許庁審査第四部（情報処理・人工知能）室長の高橋克氏は、AI技術の概要やAI関連特



許出願の最新動向を総括するとともに、AI技術が特許制度やその関係者に与える根源的な影響に
ついて極めて示唆に富む見解を提示している4。 

同ウェビナーのアジェンダ「特許とAIの創造性」のセクションにおいて、報告者は「AIサイエンティスト
がアイデアを生成し、実験を行い、論文を書くという流れまで行っている。今後、こういった生成AIが
さらに発展して、AIが自ら発明した、という主張が出てくるかもしれない」という、遠くない未来の懸念
に言及している4。さらに、報告者は単なる未来予測にとどまらず、「すでにそれに近い段階になって

いる」という強い実感を表明しており、AIの技術的進化が特許法制の想定を凌駕しつつある現状を
指摘している4。 

これまでの企業知財部門におけるDXは、あくまで「人間の実務者の業務を支援し、代替・効率化す
るツールとしてのAI（AI for IP）」という位置づけであった。しかし近い将来、企業は「自律的なAIシス
テムが自ら創出した発明（AI-generated Inventions）」をどのように法的に取り扱い、権利化していく
かという、全く新しい次元の法的・倫理的課題に直面することになる。現在の日本を含む主要国の特

許法制では、原則として自然人（人間）のみが「発明者」として認められており、AI自身を発明者とす
る出願は各国の特許庁や裁判所で拒絶されているのが現状である。 

しかし、実験計画の立案から膨大なシミュレーションデータの解析、そして新規な物質構造や光デバ

イスの最適な設計パラメーターの提案までをAIが自律的に行う時代において、どこまでが「人間の着
想・指示（プロンプト）」であり、どこからが「AIの純粋な演算結果」であるかの境界線は極めて曖昧に
なっていく。浜松ホトニクスのように「光技術を用いた新しい産業の創造」をビジョンに掲げ、基礎研

究に多大なリソースを投じる企業にとって1、研究開発部門が強力な「AIサイエンティスト」を導入・活
用する日は目前に迫っている。その際、知財部門には「AIが出力した無数の技術的アイデアの中か
ら、真に事業価値があり、かつ人間が関与した特許要件（進歩性・新規性）を満たすものをいかに迅

速に発掘し、適切な権利化戦略に乗せるか」という、次世代の目利き能力と法的構成力が強く問わ

れることになる。 

5.2. デジタル情報セキュリティとガバナンスの徹底 
生成AIの業務活用において、もう一つの不可避かつ重大な経営課題は、情報セキュリティとガバナ
ンスの確保である。特許出願前の未公開の発明情報や、新製品のFTO調査の対象となる詳細な技
術仕様は、企業における最高機密情報（トレードシークレット）である。これらをパブリックなクラウド環

境上で稼働するLLMに入力することは、意図せぬ情報漏洩や、入力データがAIモデルの再学習デー
タとして取り込まれ、競合他社に類推されるリスクを伴う。 

統合報告書において、浜松ホトニクスは「価値創造の安定と成長を実現するガバナンスとマネージメ

ントの推進」を重要項目として掲げており、「グループ全体で、強固なIT・情報セキュリティ対応を構
築」することや、「浜松ホトニクスグループ情報セキュリティ方針」の策定を実施している1。さらに、コ

ンプライアンス教育の実施やグループ全体の公益通報窓口の追加など、内部統制の強化にも余念

がない1。知財部門におけるAI活用推進においても、この全社的なガバナンス方針に厳格に則り、セ
キュアな閉域網（プライベート環境）でのAIシステムの構築や、入力データの秘匿化ルール、利用可
能なAIツールのホワイトリスト化など、厳格なガイドラインの運用が不可欠である。技術の進歩とサイ
バー脅威の変化に合わせて、セキュリティポリシーを常にアップデートし続ける組織的なアジリティ

（俊敏性）が求められる。 



5.3. スキルシフトと持続的な人材育成（リスキリング） 
AIツールの導入は、一過性のシステム改修ではなく、知財部員に求められるコンピテンシー（行動特
性）とキャリアパスを不可逆的に変化させる構造的なシフトである。従来、特許実務者にとって「精緻

で破綻のない文章を起案する能力」や「膨大な特許公報を高速で速読する能力」は、長年の経験に

よって培われる重要な職人技であった。しかし、これらの能力の大部分が生成AIによってコモディ
ティ化（一般化）される今後の知財業界において、専門家に真に求められるコアスキルは大きく変容

する。 

今後は、「直面する事業課題に対して、AIから最適な回答を引き出すための的確な問い（プロンプト）
を設計する能力」、「AIの確率的な出力結果の真贋を見極め、法的な正確性を担保する批判的思考
力（クリティカル・シンキング）」、そして何より「抽出された情報分析結果と自社のコア技術を結びつ

け、経営陣や事業部に対してプロアクティブに戦略的な提言を行うコンサルティング能力」へと価値

の源泉がシフトしていく。 

中俊久氏のキャリア形成に関する「その時々で全力で取り組むことの大切さ」というメッセージは、予

期しない技術的転換点（パラダイムシフト）にあっても、常に最善を尽くすことで新たなスキル（AIリテ
ラシー等）を獲得し、後から思わぬキャリアのつながりをもたらすという本質を突いている10。今後は「

AIを使うこと」自体を特別なプロジェクトとするのではなく、日常の業務プロセスの中に息をするように
自然に溶け込ませ、組織全体のデジタルリテラシーを底上げする継続的な知財教育とリスキリング

の枠組みが、知財戦略を支える最大の競争力となる。 

結論と今後の展望 
浜松ホトニクスの知的財産部門における生成AI活用の取り組みは、高度な法的専門性と一言一句
の正確性が求められる知財実務において、不確実性を伴うAI技術をいかにして実用化し、業務プロ
セスに定着させるかという、業界共通の難題に対する極めて実践的かつ優れた解答を提示してい

る。 

トップダウンでの拙速なツール一斉導入による現場の反発を避け、出願権利化、侵害予防調査（

FTO）、知財情報分析という、現場の実務者が日々直面しているリアルなペインポイント（課題）を起
点とした「課題解決アプローチ」を採用したことは、組織的なモチベーションを高く維持し、実効性の

高いプロセス変革（DX）を実現するための極めて合理的な戦略であったと評価できる3。これにより同

社は、定型的な文書作成業務や網羅的な文献スクリーニングの圧倒的な省力化に成功しつつあり、

捻出された貴重な人的リソースを、より高度なグローバル特許網の構築や、M&A戦略を支える知財
インテリジェンスの提供といった、事業貢献に直結する戦略的業務へとシフトさせる基盤を確立しつ

つある。 

しかしながら、知財業務とAIを巡るマクロな環境は、依然として激しい過渡期にある。WIPOのウェビ
ナーで指摘された「AIサイエンティストによる自律的発明」の到来は4、数年内に世界的な「特許出願

のインフレーション（爆発的増加）」を引き起こす可能性が高く、相対的にFTO調査や技術動向分析
の難易度と重要性をさらに何倍にも押し上げるだろう。 

浜松ホトニクスが「光の未知未踏領域を追求」し、光技術を用いた新しい産業の創造というビジョンを

実現し、持続的かつ安定的な高収益体制を維持していくためには1、知財部門が現在構築しつつあ

るAI活用の基盤をさらに深化・拡張させる必要がある。それは単なる部門内の業務効率化の枠を大



きく超え、全社的なERP等のデジタル基盤とシームレスに連携し、経営層の意思決定をリアルタイム
でデータ駆動的に支援する「予測型・戦略提案型の知財インテリジェンス・センター」へと組織自体が

進化を遂げることを意味している。技術とビジネスの融合を実現し、企業の独自性をグローバル市場

で保護し抜くという知財部門の根源的な使命1は、AIという新たな知性を手なずけることで、かつてな
い高みへと到達しようとしている。 
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